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令和　年度 自動二輪車用駐車場整備助成金交付決定通知書

令和　年　月　日付 第　号で助成金交付の仮決定を通知した自動二輪車用駐車場整備助成事業(以下「助成事業」という。)について、令和　年　月　日付で工事着手届が提出されたため、下記により助成金の交付を決定する。

記
１ 助成金額
　 金　　　　　円

２ 助成対象事業の内容等
　(1) 助成事業の内容、内容別の経費、助成金額及び助成率は、次のとおりとする。

　　（名称：　　　　　　　　　　　　　　）
	内容
	助成対象経費
	助成金
	助成率

	自動二輪車
	金　　　　　円
	金　　　　　円
	助成金交付要領のとおり


(2) 助成事業完了予定日については、次のとおりとする。
　令和　年　月　日　但し、変更の場合でも2月末までの事業とする。
(3) (1)及び(2)に掲げるもののほか、助成事業の内容については、申請書記載のとおりとする。
(4) 助成金受領後、３年以上の運営が出来るものとする。

３ 助成条件
(1) 承認事項
　自動二輪車用駐車場整備助成事業者(以下「助成事業者」という。)は、次のいずれかに該当する場合は、あらかじめ公社の承認を受けなければならない。ただし、アに掲げる事項のうち軽微なものについては、この限りではない。
　ア 助成事業の内容を変更しようとするとき。
　イ 助成事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
(2) 事故報告等
　助成事業者は、助成事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成事業の遂行が困難になった場合には、速やかにその理由及び状況を書面により公益財団法人東京都都市づくり公社（以下「公社」という。）に報告し、その指示を受けなければならない。
(3) 状況報告
　公社は、助成事業の円滑適正な執行を図るため必要と認めるときは、助成事業の実施状況、経理状況及びその他必要な事項について、報告を求め、調査し、又は指示をすることができる。
(4) 遂行命令等
　　① 公社は、助成事業者が提出する報告書、調査等により、助成事業がこの交付の決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、助成事業者に対しこれらに従って当該助成事業を遂行すべきことを命ずる。
　　② 助成事業者が①の命令に違反したときは、公社は、助成事業者に対し、当該助成事業の一時停止を命ずることがある。
(5) 実績報告
　助成事業者は、助成事業が完了したときは、次に掲げる事項を記載した実績報告書を、事業完了後、速やかに公社に1部提出しなければならない。
　ア 助成対象事業の内容
　イ 助成対象事業完了日
　ウ 助成金の交付決定額及び実績額
　エ 助成金実績額の算出基礎
　オ その他添付書類
(6) 助成金の額の確定
　公社は(5)の規定による実績報告を受けた場合において、実績報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該報告に係る助成事業がこの交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものと認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、助成事業者に通知する。
(7) 是正のための措置
　公社は(6)の規定による調査等の結果、助成事業がこの交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、助成事業者に対し当該助成事業につき、これらに適合させるための処置をとることを命ずる。
(8) 交付決定の取消し
　　公社は、助成事業者が次のいずれかに該当した場合には、この交付の決定の全部又は一部を取り消す。
　　① 偽りその他不正の手段により助成金の交付決定を受けたとき

　　② 助成金をその他の用途に使用したとき

　　③ 助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件、その他法令又は助成金の交付決定に基づく命令に違反したとき

　　④ 前各号に定めるもののほか、代表者が次のいずれかに該当するとき

　(ｲ)成年被後見人又は被保佐人 (ﾛ)禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることがなくなるまでの者 (ﾊ)日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し、又はこれに加入した者 (ﾆ)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第6項に定める者、又はそれに準ずる者 (ﾎ)政治活動及び宗教活動に、整備後の施設の利用を予定している者 (ﾍ)その他、反社会的団体又は公序良俗に反する団体等に所属している者

　　⑤ 公社は、前項に定めるもののほか、助成事業者から(1)の規定に基づく申請を受けた場合には、この交付の全部または一部を取り消すことができる。
　(9) 助成金の返還
　　公社は、(8)の規定によりこの交付の決定を取り消した場合において、助成事業の当該取消しに係る部分に関し、既に助成事業者に助成金が交付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずる。ただし、都市計画事業など行政が行う公共事業により駐車場の全部又は一部廃止となる場合には、助成金の返還について全部又は一部を免除することができる。
　(10) 違約加算金及び延滞金
　  ① 公社が、(8)の規定によりこの交付の決定の全部又は一部の取消しをした場合において、助成金の返還を命じたときは、助成事業者は、当該命令に係る助成金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該助成金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。ただし、都市計画事業など行政が行う公共事業など行政が行う公共事業により駐車場の全部又は一部廃止となる場合には、違約加算金について全部又は一部を免除することができる。
　 　 ② 公社が助成事業者に対し、助成金の返還を命じた場合において、助成事業者がこれを納期日までに納付しなかったときは、助成事業者は、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年10.95パーセントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。
　(11) 違約加算金の計算
　　　(10)の①の規定により加算金の納付を命じた場合において、助成事業者の納付した金額が返還を命じた助成金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた助成金の額に充てるものとする。
　(12) 延滞金の計算
　　　(10)の②の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた助成金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。
　(13) 財産処分の制限
　  ① 助成事業者が助成事業により取得し、又は効用を増加した次に掲げる財産を、この助成金の交付の目的に反して使用、譲渡、交換、廃棄、貸し付け、又は担保に供しようとするときは、あらかじめ公社の承認を受けなければならない。ただし、当該財産の種類ごとに掲げる次の期間を経過した場合は、この限りでない。

	
	財産の種類
	期間(年)

	ア
	専用料金精算機
	助成金交付実施要領のとおり

	イ
	バイク等施錠設備
	助成金交付実施要領のとおり

	ウ
	転倒防止ガードパイプ
	助成金交付実施要領のとおり

	エ
	その他
	助成金交付実施要領のとおり


　 ② ①のただし書の期間内において、①の本文の規定により公社の承認を受けて、当該財産を譲渡、交換、貸し付けた場合において収入があったときは、公社の指定する額を公社に納付しなければならない。
　(14) 帳簿及び関係書類の整理保管
  助成事業者は、助成事業に係る収入、支出を記載した帳簿その他の関係書類を当該事業の属する会計年度終了後５年間整理保管しなければならない。

４ 申請の撤回
　　申請者は、この交付の決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、この交付の決定の通知受領後14日以内に、公社に申請の撤回をすることができる。

